
           私立専修学校運営費補助金事務取扱要領 

 

 

１ 取扱要領の趣旨 

  この取扱要領は、私立専修学校運営費補助金交付要綱（ (昭和５６年３月３日岩手県 

 告示第２８５号) 以下「要綱」という。）第２に基づき交付する補助金について、補助 

 金の算定方法等の取扱いに関する細目を定め、補助金事務の適正かつ効率的な執行を図 

 るものとする。 

２ 補助金交付の対象除外等 

  補助金交付の対象となった学校法人等（要綱第１で定める「学校法人」及び「準学校 

 法人」を「学校法人等」と総称する。以下同じ。）のうち、法令の規定、法令の規定に 

 基づく所轄庁の処分又は寄附行為に違反した等の学校法人等は、補助金交付の対象から 

 除外し、又は補助金の額を減額することがある。 

  なお、減額の対象及び範囲は別紙のとおりとする。 

３ 補助金の配分割合及び算定方法 

  各学校に対する補助金の配分は均等割及び生徒数割とし、次に掲げる方法により算出 

 した額の合計額とする。 

 (1) 均等割 

   予算計上額の３分の１に相当する額以内の額を、補助対象校数で除して得た額とす 

  る。 

 (2) 生徒数割 

   予算計上額から均等割額を除いた額を生徒数の割合により配分する。 

  ア 生徒数は、当該年度の５月１日現在の生徒数とする。 

    ただし、学科別の生徒数が定員を超える場合は定員とする。 

  イ 高等課程の生徒数は、２を乗じて得た数とする。 

  ウ 補助金の対象となる生徒は、高等課程及び専門課程に在学する生徒とする。 

４ 補助金の交付時期 

  補助金の交付時期は12月及び３月とする。 

５ 事業の確認 

  補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、学校法人等に対して 

 報告を求め、又は学校内に立ち入り、帳簿その他の物件を審査し、若しくは関係者に質 

 問すること等により、学校法人等の経理、運営の状況について調査確認するものとする。 

６ 提出書類 

  別表のとおりとする。 

 

 

 



別表 
 

   提  出  書  類   様     式   提 出 部 数   提出時期  

 １ 交付申請時 

  ① 私立専修学校運営費補助金 

   交付申請書 

  ② 添付書類 

   ア 私立専修学校運営費所要 

    額調書 

   イ 納付金収入状況 

   ウ 補助対象経費の内訳 

 

 要綱で定める。 

 

 

 要綱で定める。 

 

  別 紙 １ 

  別 紙 ２ 

 

 要綱で定める。 

 

 

 

 

   １ 部 

 

 別に定める。 

 ２ 事業完了時 

  ① 私立専修学校運営費補助金 

   請求書（全額補助金の前金払 

   交付を受けた場合は提出の必 

   要なし） 

  ② 私立専修学校運営費補助金 

   実績報告書 

  ③ 添付書類 

   ア 私立専修学校運営費支出 

    済額調書 

   イ 納付金収入状況 

   ウ 補助対象経費の内訳 

   エ 教職員給与支給明細書 

   オ 収支決算 

 

 要綱で定める。 

 

 

 

  別紙様式 

 

 

 要綱で定める。 

 

  別 紙 １ 

  別 紙 ２ 

  別 紙 ３ 

  別 紙 ４ 

 

 要綱で定める。 

 

 

 

   １ 部 

 

 事業完了後速 

 やかに。 

 ３ 前金払請求時 

  ① 私立専修学校運営費補助金 

   前金払請求書 

  ② 添付書類 

    収支計画書 

 

 要綱で定める。 

 

 

  別   紙 

 

   １ 部 

 

 



別紙 

 

    学校法人又はその設置する学校若しくは専修学校又は学校法人以外の 

    私立の幼稚園における補助金の減額について 

 

１ 減額の対象 

(1) 法令の規定、法令の規定に基づく所轄庁の処分又は寄附行為に違反した場合 

 (2) 破産宣告を受け、若しくは負債総額が資産総額を上回り又は銀行取引停止処分を受 

  ける等財政事情が極度に窮迫している場合 

 (3) 学校法人又はその設置する学校若しくは専修学校又は学校法人以外の私立の幼稚園 

  （以下「学校法人等」という。）の運営上著しく適正を欠く収入、支出又は財産の運 

  用がある場合 

 (4) 会計処理その他事務処理が著しく適正を欠いている場合 

 (5) 役員若しくは教職員の間又はこれらの者の間において、訴訟その他の紛争があり、 

  学校法人等の運営の適正な執行を期しがたい場合 

 (6) 教職員の争議行為等により、教育、研究その他の学校運営が著しく阻害され、その 

  期間が長期に及ぶ場合 

 (7) 補助金の申請書類等に、故意又は重大な過失により事実と異なる記載をしたと認め 

  られる場合 

 (8) その他事務処理体制又は管理運営が著しく適正を欠いている場合 

２ 減額の範囲 

 (1) ５割の範囲内とする。 

 (2) 前記１の各事項の一に該当する場合において、その状況が著しく適正を欠くため、 

  補助金に係る事業の適正な執行を期しがたい場合又は補助金の補助金の交付の目的を 

  達成することができないと認められる場合は、これを交付しないものとする。 

   なお、補助金の交付の決定又は交付があった後においても適用があるものとする。 

 

 



別紙 １ 

納付金収入状況 

                              （単位：円） 

１ 納付金収入 

 

 項  目 金  額 積   算   内   訳 

授 業 料   

入 学 金   

実 験 実 習 料   

施設設備資金   

その他納付金   

   計   

 

２ 手数料収入 

 項  目  金  額      積   算   内   訳 

入 学 検 定 料   

試 験 料   

証 明 手 数 料   

その他手数料   

   計   

 

注 金額欄には所要額調書の場合は見込額を、支出済額調書の場合は実績額を記載し、

積算内訳欄には積算の根拠となった単価、人数、数式等を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙  ２ 

           補助対象経費の内訳 

    （単位：円） 

  区      分  金    額   区      分  金    額 

   

 

人 

 

 

件 

 

 

費                                   

教 員 人 件 費 支 出         

育            

 

管        

 

理 

 

経 

 

費 

 

 

修 繕 費 支 出  

 本務教員給与支出  通 信 運 搬 費 支 出  

 兼務教員給与支出  印 刷 製 本 費 支 出  

職 員 人 件 費 支 出  使用料及び賃借料支出  

 本務事務員給与支出  保 険 料 支 出  

 本務教育補助員給与支出  公 租 公 課 諸 会 費 支 出  

 本務用務員給与支出  会 議 、 交 際 費 支 出  

 兼務職員給与支出  福 利 厚 生 費 支 出  

役 員 報 酬 支 出 ※  車 両 燃 料 費 支 出  

退 職 金 支 出 ※  報酬、委託、手数料支出  

そ の 他 人 件 費 支 出  その他の教育管理経費支出   

       計    (B)  

    計    (A)  設 機 器 備 品 支 出  

 

 

教 

消 耗 品 費 支 出  備 

関 

図 書 支 出  

光 熱 水 費 支 出  車 両 支 出 ※  

旅 費 交 通 費 支 出  係 ソ フ ト ウ エ ア 支 出  

奨 学 費 支 出             計       (C)  

 合計(D)=(A)+(B)+(C)  

注  ※の欄は記載不要です。計は※印欄を除いて集計してください。 



別紙 ３  

平成  年 度 教 職 員 給 与 支 給 明 細 書 

学校名              

１ 個人別支給明細 

 
区分 
 

 
職 名 
 

 
氏 名 

 

毎月支給するもの（年額） 賞与的 
 

給与 

 
合計 
 基本給 

その他 
の給与 

計 

        

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 

 



        

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

計       人      

  備考１ 全教職員について給与・賃金の支給年額を記入してください。 

   ２ 区分欄は、教員と職員を本務と兼務に分け、それぞれ小計欄を設けてください。 

２ 給与支給概況 

(1)  給与支給日   毎月    日 

(2) 賞与的給与の支給状況                     手当の名称   

       月   日   支給率（又は金額）  ％（又は     円） 

    月  日          〃             ％（又は     円） 

    月   日          〃             ％（又は     円） 

    月   日          〃       ％（又は     円） 

(3) 給与改定の状況 

前年度に対する平均改定額（定期昇給を除く。）       ％ 

 

 

 



別紙 ４ 

           収支予算（決算） 

 

学校法人名              

 

議決年月日 平成  年  月  日  

    

 

収  入                        （単位：円） 

区    分 金    額 備        考 

私立専修学校運営費 

補 助 金 収 入 

  

 

 

支  出  

区    分 金        額 備                考 

人 件 費 支 出  役員報酬、退職金を除く。 

教育管理経費支出   

設 備 関 係 支 出   車両設備費を除く。 

計   

注 議決済の予算額を記載する場合には、議決年月日も併せて記載し、議決前

に補正予定額を記載する場合には、理事長名の補正確約書（様式任意）を添

付してください。 

 

 

 

 



別 紙 

収 支 計 画 書 

学校名              

（単位：千円） 

区      分 

 

予 算 額 

 

月～ 

   月 

   月 

 

  月 

 

  月 

 

  月 

 

  

 

 

 

収

  

 

入

  

 

の

  

 

部 

学生生徒等納付金収入       

手 数 料 収 入       

寄 付 金 収 入       

補 助 金 収 入 

（うち当該補助金） 

 

(       ) 

  

(       ) 

   

(       ) 

資 産 売 却 収 入       

付随事業・収益事業収入       

受取利息・配当金収入       

借 入 金 等 収 入       

前 受 金 収 入       

       

       

資金収入調整勘定       

前 年 度 （ 前 月 ） 

繰 越 支 払 資 金 

      

収  入  計       

 

 

 

支 

 

出 

 

の 

 

部 

人 件 費 支 出       

教育管理経費支出       

借入金等利息支出       

借入金等返済支出       

施 設 関 係 支 出       

設 備 関 係 支 出       

資 産 運 用 支 出       

       

       

       

資金支出調整勘定       

翌 年 度 （ 翌 月 ） 

繰 越 支 払 資 金 

      

 支  出  計       

注１ 区分欄の項目及び予算額は、資金収支予算書（補正予定額を含む。）から記載してくださ

い。上記以外に項目がある場合は、収入、支出それぞれの部の空欄に項目を設けて記載し

てください。 

２ 「 月～ 月」の欄には、 月までの実績額を記載し、 月以降の欄はそれぞれの月ご

との見込額を記載してください。 

３ 支出の部の「翌月繰越支払資金」には、月ごとの収入と支出の差額を記載し、「収入計」

と「支出計」は同額としてください。したがって、支出の部「翌月繰越支払資金」の額は、

翌月の収入の部「前月繰越支払資金」の額となります。 



（別紙様式）     

                                第     号 

                                年  月  日 

 

 岩手県知事          様 

 

                    主たる事務所の所在地 

                    名 称 

                    代表者の氏名            印 

 

 

          年度私立専修学校運営費補助金実績報告書 

     年度私立専修学校運営費補助事業が完了したので、事業の実績を別紙のとおり

報告します。 

 


